
 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度 
 

事務事業別決算成果報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（消防局関係） 



 



平成３０年度事務事業シート（評価）目次

大綱 目標 施策 事務事業名 所属名 簡易版

第２節　安全で安心な暮らしを地域で支えあうまち　－安心づくり－

③災害や犯罪などのリスクに強い安全なまち

2-9 迅速に対応できる消防・救急・救助体制の充実

209 1 消防総務一般事務 消防総務課 ・・・・・・・ 17 簡易

209 2 消防庁舎等整備事業 消防総務課 ・・・・・・・ 1

209 3 消防局施設等管理事業 消防総務課 ・・・・・・・ 18 簡易

209 4 消防団活動事業 消防総務課 ・・・・・・・ 3

209 5 消防団施設等整備事業 消防総務課 ・・・・・・・ 5

209 6 消防団施設等管理事業 消防総務課 ・・・・・・・ 19 簡易

209 7 警防一般事務 警防課 ・・・・・・・ 20 簡易

209 8 常備消防車両等整備事業 警防課 ・・・・・・・ 7

209 9 消防水利整備事業 警防課 ・・・・・・・ 9

209 10 消防水利管理事業 警防課 ・・・・・・・ 21 簡易

209 11 消防通信一般事務 指令課 ・・・・・・・ 11

209 12 予防一般事務 予防課 ・・・・・・・ 13

209 13 消防署活動事業 東広島消防署・竹原消防署・大崎上島消防署 ・・・・・・・ 22 簡易

209 14 消防署施設等管理事業 東広島消防署・竹原消防署・大崎上島消防署 ・・・・・・・ 15

209 15 災害活動事業 消防総務課 ・・・・・・・ 23 簡易

事務事業番号 掲載ページ



��� � � �













�

�



�

�

�

� ����
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-

9 款 1 項 1 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 44.82 ％ 36.35 ％ 29.49 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 45,170 千円 48,278 千円 52,371 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 2.80 2.50 2.20

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 2.80

20,244 千円

2.50

17,550 千円

2.20

事
業
費

-

嘱託職員 -
15,444

一般財源 20,858 千円 26,076 千円 31,337 千円 34,419

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 4,068 千円 4,652 千円 5,590 千円 6,141 千円

36,927 千円 40,560 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 24,926 千円 30,728 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　職員の資格取得、教育及び貸与品に係る事務（３０,５９９千円）
　　　　(1) 　消防活動に必要な資格取得(1,818千円)
　　　　　　　大型、中型自動車免許、小型船舶操縦士免許等(9種類36名)
　　　　(2)　 各教育機関での研修(8,639千円)
　　　　　　　広島県消防学校(10種類46名)、消防大学校(3種類3名)及び各関係機関
　　　　(3)　 被服等貸与品の購入(20,142千円)
　　　　　　　活動服、制服、防火衣、防火靴等

　　　２　全国・中国支部・広島県消防長会に係る事務（６４２千円）
　　　　　各組織が開く会議等への参加に係る事務及び負担金・会費の支出を行った。

       ３　職員の衛生管理等に係る事務（３,６６８千円）
            健康診断及び産業医による面接指導等を行った。

       ４　その他の事務（２,０１８千円）
　　　　　 消防に関する事務（消防協力者表彰、災害用非常食の購入等）を行った。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　各種資格の取得や教育機関での知識・技術の習得を推進することにより職員の資質向上を図り、災
害対応力の向上に努める。
　衛生管理については、健康診断に加え、産業医による定期的な職場巡視や個別相談を実施し、職
員の健康管理を支援する。

根拠法令 消防組織法

目　的
（何のために）

　消防体制の維持管理及び運営の強化を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　消防職員（条例定数281人）

所　属 消防局　消防総務課　消防総務係 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防総務一般事務 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 1 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価
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9 款 1 項 3 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 3 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 消防局　消防総務課　消防総務係 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防局施設等管理事業 ハード一般会計

根拠法令 消防組織法

目　的
（何のために）

　消防局庁舎及び消防局所管の車両を適切に維持管理する。

対　象
（誰・何を対象に）

　消防局庁舎・消防車両

事業の概要
及び

H29活動実績

　　　１　光熱水費（電気使用料・水道使用料・下水道使用料）（１１,０３６千円）
　　　　　空調機器、照明器具などを適切に使用し、節電に努めた。

　　　２　車両の点検等維持管理（１,８５６千円）
　　　　　車両の維持管理を適切に実施した。

　　　３　清掃管理業務等の庁舎の維持管理に係る業務委託（４,９４６千円）
　　　　　消防用設備等法定点検など、各種保守・点検業務を実施した。

　　　４　庁舎維持管理に係る修繕費用等(１,０９５千円)
　　　　　庁舎の修繕及び事務用品の購入を必要に応じ実施した。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　消防活動拠点施設としての機能を維持するため、継続して各種保守・点検業務など適切に実施し、
更新が必要な設備については計画的に整備を行うとともに、修繕が必要な施設・設備については、速
やかに修繕を行う。
　東広島市役所地球温暖化対策実行計画に基づき、引き続き、節電に努める。

18,933 千円 19,960 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 16,976 千円 16,804 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 3,506 千円 3,447 千円 3,609 千円 3,648 千円

一般財源 13,470 千円 13,357 千円 15,324 千円 16,312

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.75 0.85 0.80

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.75

5,422 千円

0.85

5,967 千円

0.80

事
業
費

-

嘱託職員 -
5,616

総事業費(A)+(B) 22,398 千円 22,771 千円 24,549 千円 - 千円

人件費/総事業費 24.21 ％ 26.20 ％ 22.88 ％ - ％

H29年度予算のうち
H30年度に繰越した

事業費

- 円
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2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 25.47 ％ 33.11 ％ 32.26 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 17,031 千円 15,903 千円 16,323 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.60 0.75 0.75

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.60

4,338 千円

0.75

5,265 千円

0.75

事
業
費

-

嘱託職員 -
5,265

一般財源 12,693 千円 10,638 千円 11,058 千円 12,829

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

11,058 千円 12,829 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 12,693 千円 10,638 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　消防ポンプ格納庫の維持管理（３,７４６千円）
　　　　(1)　光熱水費(2,223千円)
　　　　　　  電気、水道、下水道使用料
　　　　(2)　格納庫修繕料(1,339千円)
　　　　　　  壁面修繕、雨漏り修繕等
　　　　(3)　その他の維持経費(184千円)
　　　　　　  敷地賃借料等

　　　２　消防団車両、資機材の維持管理（７,３１２千円）
　　　　(1)　車検、法令点検(6か月、12か月)、公用車修繕(4,563千円)
　　　　　　  車検：32台
　　　　　　  6か月：70台
　　　　　　　12か月：36台
　　　　(2)　燃料費(1,041千円)
　　　　　　  その他燃料費、自動車燃料費
　　　　(3)　資機材の修繕(48千円)
　　　　　　  小型動力ポンプ修繕
　　　　(4)　その他の維持経費(1,660千円)
　　　　　　  自動車重量税、自動車損害保険料等

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　多種多様化する大規模な災害に対して、迅速かつ安全に対応するため、消防団車両、消防団格納
庫及び災害活動資機材等の機能維持を継続する。

根拠法令 消防組織法

目　的
（何のために）

　消防団施設（格納庫・車両）・設備を適正に管理する。

対　象
（誰・何を対象に）

　消防団（46分団）の所有する施設及び設備

所　属 消防局　消防総務課　消防団係 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防団施設等管理事業 ハード一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 6 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

- 19 -



( )

-

9 款 1 項 1 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 7 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 消防局　警防課　警防係・救急救助係 総合計画施策体系 9

事務事業名 警防一般事務 ソフト一般会計

根拠法令 消防法

目　的
（何のために）

　消防・救急体制の維持管理及び強化を図る

対　象
（誰・何を対象に）

　全市民、全職員

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　各種訓練及び消防普及啓発活動に関すること（１,１８６千円）
　　　　　各種防災訓練に参加することにより、消防対応能力の向上を図った。
　　　　　患者等の搬送を行う民間事業者を一定の基準に基づき認定し、より質の高いサービスの
     　 提供を促進することで利用者の利便性の向上を図った。
　
　　　２　メディカルコントロールに関すること（１,８２０千円）
　　　　　メディカルコントロール協議会の運営及び救急救命士の病院実習や各種医学会への派
　　　 遣、救急救命士の処置拡大に伴う研修を行い、救急隊員の知識・技術の向上を図った。
　
　　　３　応急手当の普及啓発に関すること（１３８千円）
　　　　　市民に救急講習の受講を促し、救命率の向上を図った。
　　　　　緊急時にＡＥＤの無償提供に協力していただける施設を認定し、市民に公表することに
         より、救命率の向上を図った。

　　　４　安全運転技術の向上に関すること（４６千円）
　　　　  救急自動車を運転する消防職員を対象に、交通法規等の再学習及び実技講習を行い、
　　　 自己の運転傾向と技術を把握することで、救急自動車による事故防止を図った。

　　　５　救急救命士養成に関すること（４,７５０千円）
　　　　　救急救命士の養成を行い、救命率の向上を図った。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　救急救命士の処置拡大に伴う資格の取得及び知識・技術の習熟のための病院実習による再教育等
を継続して実施するほか、公用車事故ゼロを目指すために自動車学校での安全運転講習の受講につ
いても継続して実施していく必要がある。また、増加する救急搬送件数及び高齢者に対応するため
に、ＡＥＤ提供協力施設及び応急手当講習受講者を増やすために、普及啓発を行っていく必要があ
る。

7,940 千円 10,769 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 5,691 千円 9,246 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 1,765 千円 2,248 千円 2,049 千円 2,480 千円

一般財源 3,926 千円 6,998 千円 5,891 千円 8,289

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 2.30 1.85 1.40

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 2.30

16,628 千円

1.85

12,987 千円

1.40

事
業
費

-

嘱託職員 -
9,828

総事業費(A)+(B) 22,319 千円 22,233 千円 17,768 千円 - 千円

人件費/総事業費 74.50 ％ 58.41 ％ 55.31 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

－ 円

- 20 -
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-

9 款 1 項 3 目

2 -

２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 10 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 消防局　警防課　警防係 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防水利管理事業 ハード一般会計

根拠法令 消防法

目　的
（何のために）

　消防水利施設（消火栓・防火水槽）の修繕等維持管理を行い、消防力の維持を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　既存の消防水利施設

事業の概要
及び

H30活動実績

　
　　　１　防火水槽の維持管理（１,４４３千円）
　　　　　市が管理する防火水槽のうち、必要があるものを修繕した。
　　　　　内壁修繕　3箇所
　
　　　２　防火水槽標識購入（１９４千円）
　　　　　修繕用の防火水槽標識を購入。

　　　３　消火栓維持管理（３,００９千円）
　　　  　老朽化した消火栓や消火栓ボックスを修繕し、維持管理を行った。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　老朽化した消火栓・防火水槽を適切に維持管理し、消防力の維持を図ることは、市民の安全・安心な
生活を確保するために重要であるため、継続して維持管理していく必要がある。

4,646 千円 7,938 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 6,690 千円 5,884 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 6,690 千円 5,884 千円 4,646 千円 7,938

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 0.65 0.55

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 0.65

4,698 千円

0.55

3,861 千円

0.55

事
業
費

-

嘱託職員 -
3,861

総事業費(A)+(B) 11,388 千円 9,745 千円 8,507 千円 - 千円

人件費/総事業費 41.25 ％ 39.62 ％ 45.39 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円

人件費/総事業費 95.03 ％ 94.95 ％ 95.20 ％ - ％

総事業費(A)+(B) 721,721 千円 697,967 千円 700,865 千円 - 千円

千円
人
役
内
訳

正規職員 95.20 94.40 95.05

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B) 95.20

685,886 千円

94.40

662,688 千円

95.05

事
業
費

-

嘱託職員 -
667,251

一般財源 23,271 千円 22,528 千円 21,622 千円 23,449

-千円

-

臨時職員 -

千円 千円

その他 12,564 千円 12,751 千円 11,992 千円 13,685 千円

33,614 千円 37,134 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 35,835 千円 35,279 千円

千円 千円

地方債 千円 千円

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　火災、救急及び救助活動の充実（３１，６４１千円）
　　　　　火災、救急及び救助活動に必要な資機材の更新及び維持管理等を実施した。
　

　
　　　２　市民に対する防火意識の高揚、応急手当等の普及啓発（１，１２６千円）
　　　　（1）　事業所又は自主防災組織等への訓練指導を実施した。
　　　　（2）　市民へ応急手当講習を実施した。

　
　
    　３　各種研修への職員の参加（８４７千円)
　　　　  各種災害発生時において、迅速・確実な消防活動を実施するため、広島県消防学校等で
       行われた各種研修に職員を参加させ、各所属において研修内容の伝達等を実施し、知識・
       技術の向上に努めた。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　 市民の生命、身体及び財産を守るため、消火・救急及び救助体制の更なる充実に努める必要があ
る。
    また、気候変動に伴い多発する豪雨災害、今後想定される南海トラフ巨大地震等の大規模な自然
災害に対して、消防機関のみならず、市民及び事業所が一体となって、災害対応力をより一層強化し
ていく必要がある。

根拠法令 消防組織法・消防法

目　的
（何のために）

　 災害発生時において、迅速・確実な消防活動を実施するとともに、市民への防火・防災意識の高揚
と応急手当等の普及啓発を実施し、災害による被害の軽減を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　市民

所　属 消防局　東広島消防署・竹原消防署・大崎上島消防署 総合計画施策体系 9

事務事業名 消防署活動事業 ソフト一般会計

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 13 新規・継続 継続

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

火 災 91 件 99 件 136 件（ 2 件） 

救 急 8,585 件 9,150 件 9,370 件（39 件） 

救 助 185 件 184 件 213 件（22 件） 

※ 平成 30 年の（ ）内の数値は、「平成 30 年 7 月豪雨」関連の件数 

応急手当講習訓練指導

 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 

訓練指導 288 件 341 件 374 件 

応急手当講習 11,615 人 11,014 人 10,406 人 
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２　事務事業の概要・活動実績・課題及び今後の方向性

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

１　事務事業に関する基本情報 事務事業番号 209 15 新規・継続 新規

【簡易版】 平成 30 年度 事務事業シート 評価

所　属 消防局　消防総務課　消防総務係 総合計画施策体系 9

事務事業名 災害活動事業 混在一般会計

根拠法令

目　的
（何のために）

　平成30年7月豪雨災害発生における消防活動を実施するとともに、災害による被害の軽減を図る。

対　象
（誰・何を対象に）

　平成30年7月豪雨災害に係る消防職・団員及び被害を受けた消防施設

事業の概要
及び

H30活動実績

　　　１　消防団員等の活動に係る費用（１８,７３７千円）
　　　　　消防団員費用弁償、活動服及び非常食等の購入。
　
　　　２　龍王山無線中継所復旧に係る費用（８,４５９千円）
　　　　　龍王山無線中継所電源復旧工事、自家発燃料代。

     　３　消防署職員の活動に係る費用（１,０３２千円）
　　　　　感染防止衣、地図、車両燃料代、救急用グローブ等の購入。

３　コスト情報
平成28年度（決算） 平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（予算）

課題及び
今後の方向性

　必要な物資及び人員を速やかに把握し、災害対応力の向上に努める。

28,228 千円 千円

財
源
内
訳

国県支出金 千円 千円

事業費合計（A) 千円 千円

千円 千円

地方債 千円 千円 千円 千円

その他 千円 千円 千円 千円

一般財源 千円 千円 28,228 千円

-千円

-

臨時職員 -

千円
人
役
内
訳

正規職員 12.99

千円
人
件
費

（
按
分
）

人件費合計(B)

千円 千円

12.99

事
業
費

-

嘱託職員 -
91,187

総事業費(A)+(B) 千円 千円 119,415 千円 - 千円

人件費/総事業費 ％ ％ 76.36 ％ - ％

H30年度予算のうち
R1年度に繰越した

事業費

- 円
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